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６ ヘリコプター要請計画 
資料 ６－１ 拠点（災害対策用）ヘリポート及び物資輸送拠点一覧表 

№ 所 在 地 住 所 
ヘリポート等の名称 施設管理者 

又は占有者 
施設規模 広さ 

専用 名   称 大型 中型 小型 長さ×幅 

物拠１ 大町市常盤５６３８番地４４  大町運動公園総合体育館 大町市教育委員会  ○  ２,１８５ 
物拠２ 大町市八坂１１０８番地１  八坂支所 大町市長  ○  １,７８３ 
物拠３ 大町市美麻１１８１０番地イ  美麻支所 大町市長 ○     ７５６ 
Ｈ拠１ 大町市常盤５６４０番地４ ○ 観音橋西 大町市長  ○   ５０× ３０ 
Ｈ拠２ 大町市八坂１１９０番地  八坂小学校グラウンド 大町市教育委員会  ○   ８０× ７０ 
Ｈ拠３ 大町市美麻２７５０３番地  美麻小中学校グラウンド 大町市教育委員会 ○   １５０× ９０ 
  １ 大町市大町１６０２番地２  文化会館駐車場 大町市教育委員会  ○   ９０× ６０ 
  ２ 大町市平１９８８７  ラーバン中綱西 鹿島槍スキー場  ○   ５０×１００ 
  ３ 大町市平１５６９２番地  海の口北 海の口自治会   ○  ３０× ７０ 
  ４ 大町市平１１０４５番地  稲尾グラウンド 稲尾民宿組合長  ○   ７０× ９０ 
  ５ 大町市平９５３９番地３  平野球場 大町市教育委員会 ○   １３０×１５０ 
  ６ 大町市常盤３５４３番地１  大町南小学校北グラウンド 大町市教育委員会  ○  １００× ７０ 
  ７ 大町市社８１８１番地  社野球場 大町市長  ○   ７０× ９０ 
  ８ 大町市八坂８４０８番地  八坂運動場 大町市教育委員会 ○   ２３０×１２０ 
  ９ 大町市八坂１１６４８番地  八坂中学校グラウンド 大町市教育委員会  ○   ８０× ７０ 
 １０ 大町市八坂１４８５０番地１２０  山村広場 大町市長   ○  ６５× ５０ 
 １１ 大町市美麻２８７５１番地１  美麻千見ゲートボール場 大町市長   ○  ３５× ６０ 
 １２ 大町市美麻１６７８４番地  ぽかぽかランド美麻・美遊 大町市長   ○  ３５× ３５ 
 １３ 大町市美麻１４２３９番地  美麻運動場 大町市長 ○   １００×１００ 
 １４ 大町市美麻３４７６番地３  美麻大塩ゲートボール場 大町市長   ○  ３５× ３５ 

注１：「No」欄は、物資輸送拠点は「物拠１」、拠点ヘリポートは「Ｈ拠１」、その他は「１」等と記入し、数字は市町村ごとに項目ごとの連
番とする。 

（参考）県消防防災ヘリコプター「アルプス」：中型 
（参考）陸上自衛隊 ＣＨ－47（チヌーク）：大型 ・ ＣＨ－60（ブラックホーク）：大型 ・ ＵＨ－１：中型 ・ ＯＨ－６：小型 
 

資料 ６－１（１） 消防防災ヘリコプター場外離着陸場一覧表 
場外離着陸場 場  所 管理者名 地面 標高(m) 着陸帯 消防本部 

観音橋西 大町市常盤５６４０番地４ 大町市長 草地 ７３０ ＳＥ/ＮＷ 北アルプス 
稲尾グラウンド 大町市平１１０４６ 稲尾民宿組合長 転圧 ７６５ Ｓ/Ｎ 北アルプス 
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資料 ６－２ 災害時におけるヘリコプターによる災害支援協力協定 

 
大町市（以下「甲」という。）と特定非営利活動法人 Helicopter Air Rescue Unit（以下

「乙」という。）は、大規模災害時におけるヘリコプターによる災害支援協力について、次の

とおり協定を締結する。 

 

 （目的） 

第１条 この協定は、自然災害等による大規模な災害の発生に伴い、道路の寸断等により車

両等の通行が困難な状況において、ヘリコプターを活用した被害状況等の情報収集、救援

物資等の輸送について、甲は乙の支援を受け市民の安全を確保することを目的とする。 

 

 （支援協力の内容） 

第２条 甲の要請により、乙の実施する支援協力は次のとおりとする。 

（１）甲が要請する区域等の被害状況等の情報収集及び報告 

（２）ヘリコプターによる被災地及び避難施設等への救援物資等の輸送 

（３）その他甲からの要請のうち、乙の対応可能な事項 

 

 （協力要請） 

第３条 要請する方法は、次に掲げる事項について、状況に応じ可能な範囲内において明ら

かにして電話その他の早期に情報の伝達が可能な方法により連絡する。なお、口頭により

要請した場合は、後日、速やかに書面で送付する。 

（１）災害による被害の状況 

（２）依頼する支援協力の内容 

（３）支援協力を依頼する場所及び経路 

（４）その他支援を実施するにあたり必要な事項 

 

（支援の実施） 

第４条 乙は、前条の規定により、甲からの支援の要請を受けたときは、直ちに可能な範囲

において支援を実施する。 

２ 乙は、甲からの要請がない場合において、被害の状況から自主的に支援を行うべきと認

めたときは、必要と認めた範囲内において支援を実施する。なお、この場合において、電

話その他の早期に情報の伝達が可能な方法により甲に連絡する。 

３ 乙が支援を実施できない場合は、速やかに甲にその旨を通知する。 

 

 （経費の負担） 

第５条 乙の支援協力に要した航空機運航以外の経費については、災害発生直前における、

物資等の適正な取引価格等を基準として、甲乙協議して決定する。 

（連絡責任者） 

第６条 本協定の支援を確実かつ円滑に行うため、次のとおり連絡責任者を置く。 

（１）大町市総務部消防防災課長 

（２）特定非営利活動法人 Helicopter Air Rescue Unit理事長 

 

（情報の交換） 

第７条 甲及び乙は、この協定が円滑に運用されるよう、平常時においても必要に応じて情

報の交換を行う。 

 

（協議） 

第８条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関して疑義が生じたときは、甲乙協議し
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て決定する。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印の上、各１通を保有

する。 

 

 

平成２５年３月１９日 

 

 

甲 長野県大町市大町３８８７ 

 

               大町市長 牛越  徹 

 

 

 

乙 長野県大町市社巾５３４６‐３ 

 

               大町ヘリポート内 

               特定非営利活動法人 Helicopter Air Rescue Unit 

               理事長 小泉  誠 

 

 

 

※平成２６年６月２日に、第５条の一部について変更協定を締結 

 


